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礎資格とする 1 年の教育実習を中軸とした 6 年制の教員養成への転換、またこれに連動した教員免許
更新制の廃止ということが新聞各紙に取り上げられ、10 年秋の時点では免許更新制はすぐにでも廃止















１．2009年から 2010 年秋の改革論 
 2009 年夏から 2010 年 6 月の中教審発足を経て同年秋までの改革論の経緯を時系列にまとめると次
のようになる。 
 
 2009 年 8 月  民主党衆議院選挙マニュフェスト 
   「教員養成制度の抜本的見直し・６年制（修士）の養成 
      一般免許 教育実習（１年間）、教職８年経過１０年までに専門免許（３類型、 
         学校経営類型は管理職に必須）等を提起。  
 
  2009 年秋   教員免許更新制度廃止の見通しが新聞等に盛んとなる。 
        10 月 21 日 文部科学省通知で現行制度として継続を強調 
   以後 2010 年 6 月 3 日、9 月 16 日に同趣旨の通知 
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  2009 年秋   文部科学省徳永高等教育局長（当時）・教職大学院は養成機能が基本とシンポジウム 
              で発言。 
 
  2010 年 6 月 3 日   文部科学大臣「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策に 
                    ついて」中央 教育審議会に諮問。同日 中央教育審議会初等中等教育分科会に 
                    教員の資質能力向上特別委員会を設置。 
                  第 1 回 6 月 29 日、第２回 ７月 ７日以後精力的に審議。  
 
  2010 年 9 月 25 日  日本教師教育学会大会で鈴木文部科学副大臣講演 
       ・「熟議、政策科学に基づく長期的な視野での養成制度の構想が必要と認められる」 
      ・「アカデミー、専門団体の意見に拠りたい、凝縮された意見を求めている」 
        ・「当然ながら特にこれといった案がまとまっている段階ではない」 
        ・６年制についても報道先行との発言も。 
 
2010 年 11 月 11 日 文部科学省通知 教員免許更新の受講を求める。未修了者 5000 名超の推計。 
 









   の性格を持たない、仮免許として扱う。 
 ・基礎免許の教育実習はボランティア、インターンシップなどさまざまな形態を考え、一般免許の実 















  1. 政策史的に見て、従来の免許法改正による教職課程カリキュラム改革とは異なる免許制度自体の 
     改革であること 
  2. 免許の基礎資格である学歴要件の変更（学部卒から大学院修士課程修了を基本）を行うことによ 
     る教員（養成・研修・採用）制度の抜本的な改革（教員養成の高度化）を行うことがその中心の 
     内容であること 
  3. このまま 6 年制に移行するのであれば、一般大学、とりわけ私立大学の相当数が対応に困難な事 
     態を迎えること 
  4. すでに行われている初任者研修制度実施時（１９８９年）の議論との重複が多く、新制度発足の 
     際これを廃止する意向とされるが、同制度の検証が必要であること 
  5．専門職養成は関係法令によっても専門職大学院で行うことがすでに制度化されているなかで、部 
     分的にしか実施されていない専門職が教員であり、今後の扱い方について、専門家集団である大 
     学の養成当事者間の議論と相互理解が不可欠であること 
  6．一般免許のみならず専門免許の要件を満たす私立大学における基幹的な教職課程の在り方とその 
     可能性について検討が必要であること 
  7．教員免許更新制はこの改革の開始までは少なくとも存続する可能性が高く、大学における更新講 
     習は継続する必要があること 
  8．教職課程評価などいわゆる質保証との連動による改革の動向があり、今後の養成・免許制度は、 
     基礎要件、養成カリキュラム、質保証の３構造となるとみられること 
  9．新免許法の施行が６年後を目処とした長期に渡る準備期間が想定されており、新制度の新任教員 
     が誕生するのは早くても１０年後であることから、この間の状況変化に対応するに充分な体制を 
     私立大学教員養成団体(全私教協など) として組織すること   
 10．対案の重要性―関係団体との対話による私立大学が実施可能な共通の制度形成が求められている 
     こと 
 









その後も事態はなかなか動かず、2013 年 10 月 15 日、ようやく中教審答申の具体化を内容とする協
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その後、2014 年 3 月には文部科学省におかれた教員免許更新制に係る検討会議において、同制度の



































    1．教育保育を将来の進路と希望する高校生の最終学歴志向は学部卒が圧倒的であることは各種調 
       査が明らかにしている。 
    2．小学校以上の教員養成は学部の規模が圧倒的であり、これに対応する採用の構造がすでに強固 
       に出来上がっている。 
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教育再生会議は、第 1 次提言から第 5 次提言まで行い、特に第 5 次提言「今後の学制改革等の在り
方について」（2014 年 7 月 3 日）において、小中一貫教育など学校制度改革を打ち出しており、これ
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  1） 全国私立大学教職課程研究連絡協議会編『教員養成制度改革資料集Ⅱ』2014 年 11 月、35-71 
      頁に収録。 
  2） 同上、103-124 頁に収録した教員免許更新制度の改善に係る検討会議「教員免許更新制度の改 
      善について（報告）」を参照のこと。 
  3）「教員養成評価プロジェクト」東京学芸大学ＨＰ等参照のこと。 
  4） この予測の実際として、2014 年 7 月に中央教育審議会教員養成部会ワーキンググループによ 
      る「論点整理」がある。註１の資料集 71-91 頁。 
  5） 当協議会の意見書等について、全国私立大学教職課程研究連絡協議会編『教員養成制度改革 
      資料集』2011 年 11 月、3 頁以下を参照のこと。  
  6） 註 1、35-70 頁参照のこと。 
  7） 2013 年段階での当協議会加盟校の大学院修士課程での教員養成に関する意識を調査したもの 
      として、全国私立大学教職課程研究連絡協議会編『大学院教職課程を中心とした私立大学教 
      課程の充実に関する調査』（2014 年 3 月、全 104 頁）がある。 
  8） 同上。関連設問を参照のこと。 
  9） 註 1、92-103 頁参照のこと。 
 10） これについて、註 1 に収録した文部科学省合田哲雄氏の「教育改革の動向と教員の資質能力の 
      向上について―私立大学教職課程に期待すること―」（全私教協第 34 回大会講演、2014 年 5 月） 
      が興味深い。 
 11） この点は最近の中央教育審議会でも同様の見解が示されている。 
 
  なお、小論は拙稿「協力者会議以降の教員養成政策」（全国私立大学教職課程研究連絡協議会『教
師教育研究』第 28 号、2015 年 3 月）と一部重複する箇所がある。 
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